平成28年度　第１回建設事業評価審議会議事概要

日　　時　平成28年５月18日（水）　10時～12時

場　　所　大阪赤十字会館４階401会議室
出席委員　村上会長・伊藤委員・上岡委員・恩地委員・藤原委員・松島委員・水谷委員　
（７名）
議　　題　（１）会長の選出等について

　　　　　（２）審議対象事業について

　　　　　（３）その他

【議事概要】（◆会長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）

（１）会長の選出等について

◆　委員の互選により、村上委員が会長に選出された。
また、村上会長により、水谷委員が会長代理に指名された。

（２）審議対象事業について

◆　事務局から配付資料に基づき説明

　資料１　　：委員名簿
資料２－１：大阪府建設事業評価審議会規則

資料２－２：大阪府建設事業評価実施要綱
資料２－３：建設事業評価審議会の審議対象基準

資料３　　：審議予定案件一覧
資料４　　：審議等スケジュール（案）

資料５－１：再評価（再々評価）審議案件の概要及び事務局確認内容

資料５－２：事前評価審議案件の概要及び事務局確認内容

資料６　　：追加説明資料
資料７－１：評価調書
資料７－２：評価調書（図面）

◆［会長］

先ほど、事務局から、本年度の審議案件は再評価、再々評価を含めて４件、事前評価１件の計５件であるが、他に５件ほど追加されるかもしれないという説明があった。

　　この点に関して、ご意見等はないか。
○　この審議会では、その年度に審議するすべての案件を当初に提示することになっており、提示できないものについては、実施の時期は遅れることになるが、翌年度に審議することになっている。しかし、ここ数年、理由があるとは言え、年度途中で審議案件を追加することが続いている。今年度も最大で５件追加されるとのことだが、事業を実施するかどうかについては急に決定するものではないと思うので、今後は必ず各年度の審議会当初に提示できるよう準備してほしい。

◆［会長］
　　追加の５件は、８月に開催予定の第３回審議会に提示できるとのことだが、審議スケジュールに支障の出ないよう、調整してほしい。
　　今年度の審議の進め方については、担当部局から審議案件ごとに説明を聞いた後、審議を行い、その結果を踏まえながら課題整理をして、意見具申を行いたい。審議を終えた案件でも、意見具申の取りまとめまでの間で質問等があれば、その都度提示していただき、それに応じて審議していくこととしたい。

　　これらの点についてご意見等はないか。
○　異議なし。
◆［会長］

ご異議がないようなので、このような流れで進めさせていただく。

　　では、審議に入りたいと思う。

　本日は、今年度の審議対象事業のうち、大阪モノレール延伸事業の説明を聞き、審議を行いたい。

　それでは、ご説明をお願いする。

◆［都市整備部都市交通課］
　資料６「追加説明資料」に基づいて説明。
　・大阪都心部から放射状に形成された既存鉄道を環状方向に結節することにより、広域的な鉄道ネットワークを形成することを目的とする。

今回の延伸により、地下鉄長堀鶴見緑地線・JR学研都市線・近鉄けいはんな線・近鉄奈良線の４路線と新たに結節し、在来10路線とネットワークする。

・併せて、新たな沿線開発、まちづくりが促進されるなど沿線地域の活性化を目的とする。
・概要
　区間：門真市松葉町～東大阪市瓜生堂

延長：9.0㎞

　モノレール利用者：延伸区間３万７千人/日（全区間14万人/日）（H42需要予測）

ルート等：府道大阪中央環状線（一部東大阪市道を経由）内に軌道、駅舎（門真南駅、鴻池新田駅、荒本駅、瓜生堂駅（駅名はすべて仮称））及び車庫を整備する。
・本審議会の審議対象であるインフラ部の事業費は約740億円である。

参考として、インフラ外部が約310億円で大阪高速鉄道（株）が負担し、全体事業費は約1,050億円である。事業費の積算根拠は６～７ページのとおり。
　　・維持管理費は、開業から20年目までが5,900万円/年（支柱や桁、分岐器、昇降施設の保守点検）、開業後20年目以降は2億1,400万円/年（支柱や桁、分岐器、昇降施設の保守点検に加え、鋼構造物の塗装塗替等の長寿命化対策）である。

　　・事業の投資効果は 18～26ページに記載のとおり。

・費用便益比は、計画期間30年で算出すると2.06、50年で算出すると 2.43である。

・平成27年度に有識者会議において、 ３名の専門家（経営や交通計画に関する有識者、
　公認会計士） により、経済情勢や国の予測値などを踏まえ、条件を設定し、需要予測・採算性の検証を行った。
 （結果）事業の成立性の目安である開業後40年以内に累積黒字に転換することから、　　　 事業採算性が確保できる見通しである。
・対応方針（原案）は「事業実施」と提示。

（判断の理由）

・大阪都心部から放射状に形成された既存鉄道を環状方向に結節することにより、広域的な鉄道ネットワークを形成する。

・新たな沿線開発、まちづくりが促進されるなど沿線地域の活性化につながる。

・事業採算性が確保できる見通しである。

◆［会長］

　　ご質問等はないか。
○　17ページのグラフでは、平成27年度に急に利用者が増えているが、要因等を説明願いたい。また、利用者の定期（通勤・通学）、定期外等の内訳を教えてほしい。
⇒［都市整備部都市交通課］
　平成27年11月にエキスポシティが開業し、11月の輸送人員は対前年度比で約21％増、12月の輸送人員は対前年度比で30％増となっている。１月以降は落ち着いているものの、高水準である。

利用者の増加は、エキスポシティの開業によるものだと思うので、定期外の利用であると考えられるが、詳細な数値は持ち合わせていない。
○　利用者数が出ているのであれば、内訳がわかるはずであるが、大阪府ではわからないのか。
⇒［都市整備部都市交通課］

　大阪高速鉄道(株)で集計しているため、次回までに確認のうえお示しする。
○　事業の投資効果について、５ページの事業費と19ページ の総費用が異なるのはなぜか。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　事業費は、インフラ部が約740億円、インフラ外部が約310億円、全体事業費は約1,050億円であるが、費用便益分析の際にはかかった費用（維持改良費含む）を基準年度である平成27年度の現在価値として計上することとされているため、19ページには社会的割引率で割り戻した額である673億円と記載している。

○　採算性の検証は、国や大阪府が投資するインフラ部を除いて、事業者である大阪高速鉄道(株)の投資に対する収入によるものか。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　そのとおり。大阪高速鉄道(株)の採算性の検証を行った。

○  インフラ部の事業費の約740億円のうち、大阪府の負担は約300億円とのことなので、事業期間の13年で割ると１年あたり約25億円となる。都市整備部の年間予算と、それに対するモノレール事業の25億円が占める割合はそれぞれいくらか。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　平成27年度の都市整備部の年間予算額は約1,700億円で、単純に割ると約1.5%である。
○　そうすると、本事業に係る事業費は高額だが、この事業を実施しても全体には大きな影響を与えないということか。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　大きな事業は他にもたくさん実施しているが、それぞれの状況を勘案しながら、事業着手から10年後の開業を目標にがんばっていきたい。

○　採算性等について、有識者の検証が済んでいるとのことだが、19ページの他この資料に記載している数値をカバーしているということでよいか。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　需要予測の前提条件である物価上昇や金利等を確認していただいたうえで、需要予測や採算性の検証をしていただいた。

○　通常、こういう投資効果を検証する場合は、条件を厳しくした場合等、２～３種類の条件を設定して実施すると思うが、この事業でも行っているのか。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　沿線開発等が進まなかった場合や、人口減少が進んだ場合等により感度分析を実施している。今回は、この中で、最も妥当な条件を設定した結果を提示させていただいた。
○　大阪空港から門真市までの区間は、放射線状に形成された既存鉄道と結節させるために効果的だと思うが、門真市から瓜生堂までの延伸は、おおさか東線との競合が懸念される。おおさか東線は、当初の需要予測よりもかなり少ない数値しか出ていないと聞いたことがあるが、当初の需要予測よりも少ない路線が既にできているにもかかわらず、それと並走する路線がなぜ必要なのか。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　大阪モノレールは大阪東部地区から大阪空港へのアクセス機能強化、おおさか東線は大阪東部地区から新大阪駅へのアクセス機能強化に資する路線である。
　　なお、瓜生堂から南への延伸については、近畿地方交通審議会答申第８号で、「おおさか東線の今後の輸送需要等を踏まえて、久宝寺方面への延伸の可能性を検討する必要がある。」と示されている。

おおさか東線は、現在、南区間（放出～久宝寺）だけが開業しており、北区間（新大阪～放出）はまだ事業中であるため、全区間が完成した際には利用者も増加すると考えている。
○　大阪府に、府道大阪中央環状線沿いの未利用地を活用しながら、大阪の外縁部に「人と自然との共生軸（グリーンベルト）」を創るという「中環の森」という事業があったと思う。今回のモノレール延伸区間が「中環の森」の対象地になるのではないかと思うがいかがか。また、「中環の森」事業は現在どうなっているのか。大阪外縁部の緑として位置付けられていて、モノレールを延伸することにより、緑が失われることになるのであれば、その代替機能をどのように考えているのか。また、大阪府の「みどりの大阪推進計画」における位置付けはどうなっているのか。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　本事業で「中環の森」に一部かかってくる箇所がある。移植等を検討するが、まとまった場所が無ければ何かに活用する等、今後、管理していただいている団体の方と協議していきたい。
   「みどりの大阪推進計画」との整合性については確認するが、府道大阪中央環状線の未利用地だけが中環の森の計画場所ではない。現在も中央分離帯や歩道等にも緑を設置しており、計画に支障がないように調整していきたい。

○　「中環の森」の構想は、すごくいいものだったと認識しているので、できるだけ機能を失くさないようにしてほしい。

「みどりの大阪推進計画」の位置付けは確認をお願いしたい。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　承知した。

○　「競合・補完事業者収益」について説明願いたい。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　利用者が既存鉄道路線からモノレールへ転換することによる既存鉄道路線の収益である。既存鉄道路線の利用者は減少するため損失となっている。
○　モノレールは車両も少なく幅も狭いので、現時点でも混雑する時間帯があると思うが、延伸することにより、車両編成を増やしたり、本数を増やしたりすることを織り込んで採算性を分析しているのか。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　現在、大阪モノレールは４両編成・400人定員で、大阪空港から門真市間を、平日は１日に双方向で231本運行している。ラッシュ時は１時間に片方向で８本 運行しており、延伸区間も同様に運行する予定である。既存区間と同じ間隔で運行するため、車両が足りなくなることから、建設費に車両の新設に係る費用を織り込んでいる。

○　環境影響評価を実施されるとのことだが、府道大阪中央環状線の道路の上にかなり大きい構造物を建設するにあたり、地盤調査はどのような検証をしているのか。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　土質調査は平成28年度から一部実施する予定である。既存の土質調査データも活用しながら精査していきたい。
○　新任の委員もいるので、費用便益分析について、算出プロセスや原単位等も含めて次回詳しく説明をお願いしたい。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　承知した。
○　本事業を実施することにより、モノレールを利用する人にとっては乗車時間や運賃が減り、混雑が緩和する。さらに、車からモノレールへの転換によりCO₂も削減されるとのことで、プラス要素をたくさん聞いた。しかし、先ほどの緑の件もそうだが、沿線住民等にとってマイナスの要素もいくつかあると思うがいかがか。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　沿線の住民に対する影響は、今後の環境影響評価で検討していくことになる。今考えられるのは、通過する際の騒音・振動であるが、ゴムタイヤで走行するため、鉄道に比べて騒音は小さく、府道大阪中央環状線の車道の内側を走行するため、振動も少ないと考える。
○　昨年度の連続立体交差事業で、当初想定していなかった軌道構造の変更や騒音・振動対策、土壌汚染対策等により大幅な事業費の増加があった。この事業についても、今後の大幅な事業費の増額にご留意願いたい。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　承知した。

○　「駅間通過人員の増減」を見ると、モノレールの既存の路線で一番多い区間では門真市から大日で11,100人/日増加している。定員が400人とのことなので、単純に計算すると上下線合わせて30本/日分であるが、これは運行するうえであまり影響を及ぼさないのか。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　これは、平成42年時点でモノレールが有る場合と無い場合の通過人員について、上下線合わせた増減を表したものである。大阪高速鉄道(株)が運行計画を立てるが、現在のピーク時の時間当たりの輸送人員からみても、対応できると考えている。　　
○　「駅間通過人員の増減」は、平成42年時点でモノレールが有る場合と無い場合を比較しているものであり、現在と比較しているものではないと思うが、京阪本線の枚方市駅から京都方面は減少し、枚方市駅から門真市駅までが増加している。なぜ枚方市駅を境に変わるのか理由を説明願いたい。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　京阪本線と並走する学研都市線から大阪モノレールには、鴻池新田駅で乗り換えることになるが、駅間が500ｍ程度離れており乗り換えの抵抗が高い。しかし、京阪本線から大阪モノレールへの乗り換え駅となる門真市駅は双方の駅が接しているため、乗り換えがスムーズである。そのため、学研都市線を利用していた人が京阪本線に移動したものと考える。
○　聞きたかったのは、枚方市駅から京都方面がなぜ減少していて、枚方市駅から門真市駅までがなぜ増加しているのかということである。設定等テクニカルな面があると思うので、次回、分析をお願いする。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　承知した。
○　代替手法との比較検討で、代替案立案の余地はないと記載されているが、本当に無いのか。現状バスが走行しており、バスの機能強化を５億円でできたとして、ある程度の便益があるのであれば、そちらのほうがいいという考え方もある。年間1,700億円の予算に対して25億円はそれほど大きくはないとのことだが、他の事業を削って25億円をここに費やす意味が本当にあるのか。資料には無いが、費用削減についても考えていると思う。そういった代替案との検討を実際にしているのか教えてほしい。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　代替案については、バス、連接バス、LRT、新交通システム等について検討した。バスの輸送力の限界である片方向3,000人/時を超えてしまうため、今回は中量の軌道システムが妥当であると考える。連接バスやLRTは府道大阪中央環状線内に専用レーンを設置することになるが、現在でも府道大阪中央環状線は非常に混雑しており、公共交通における利用者の目的の１つである定時制の確保が難しく、さらに、車線を削減することになるので、道路も混雑することになる。また、バス、連接バス、LRT、新交通システムを導入した場合は、モノレールからの乗り換えが発生するため、現在導入しているモノレールの延伸が適していると考える。
○　3,000人/時を超えるとバスの輸送力の限界を超えるとのことだが、これはモノレールができた場合の人数なので、現状のバスを増やせば最大で約26,000人の増加と等しくなるとは思わない。また、バスの機能を強化するとバスの利用者は増えるかもしれないが、約26,000人純増するとは思わない。検討しているのであれば、その時の便益や費用も合わせて示してほしい。今の話はモノレールありきの話に聞こえるので、純粋に代替案の比較検討をされたものがあれば提示してほしい。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　モノレールありきというものではなく、モノレールを延伸することにより交通需要に対応していきたいと考えている。また、既存鉄道を環状方向に結節することや、新たな沿線開発、まちづくりの促進など、沿線の方より強い要望を受けており、それらを踏まえてモノレールの延伸を選択した。具体的に代替手法についてのB/Cは算出していないが、次回、ご説明できるものがあれば提示させていただく。
◆［会長］
　　代替手法との比較検討は、事前評価の評価項目であるため、次回資料を用意してほしい。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　承知した。
○　維持管理費について、開業後20年目以降に長寿命化対策に係る経費が必要になるとのことだが、施設によって異なるかもしれないが、長寿命化対策の対象になる期間が短いと思う。また、この数値の根拠を知りたいので、次回、資料を用意してほしい。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　承知した。
（３）その他

◆［会長］
今年度の審議予定案件５件について、一括して府民意見と意見陳述の募集を行いたいと思うが、異議がないようなので、募集の手続きをお願いしたい。
◆（現地視察について）
日　　時：平成28年6月15日（水）、16日（木）

視察箇所：①一般国道170号・高槻東道路 道路改良事業〔高槻市〕
②大阪モノレール延伸事業（門真市松葉町～東大阪市瓜生堂）
　〔門真市・大阪市・大東市・東大阪市〕
◆［会長］

　　本日予定していた審議は以上をもって終了する。
以上
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